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1　はじめに

本章では，本論文の問題意識と目的，従来研
究の欠点，分析結果，先行研究，本論文の構成
について言及する。

1 .1　問題意識と本論文の目的
販売活動とは，新聞広告・テレビCM・ネッ
ト広告・ダイレクトメールなどの宣伝広告に関
する活動から，人的販売・訪問販売・電話勧

誘・キャッチセールスなどの販売促進に関する
活動まで，多岐に亘る企業活動を指す。多くの
企業が販売活動の役割を重視しており，統計局
のデータによると，2011 年の日本の総産業の
売上高に占める販売費の比率は 13 .26%に上り
大きな割合を占めている 1。
一方で，販売活動は不特定多数の人々に対し
て影響を与えるため，いくつかの販売活動につ
いては外部性を伴うものがあると考えられてい
る。また，販売活動の外部性による厚生損失を
是正するために，販売活動に対する租税政策や
制限規制政策などの政府介入に関する論争が頻
繁にされている。しかしながら，販売活動に対
1 統計局，『平成 23 年企業の管理活動に関する実態調
査』より算出。

要　　旨

　宣伝広告や販売促進などの企業の販売活動には外部性を伴うものがあり，厚生損失を是正するた

めに販売活動に対する政府介入の必要性が議論されている。しかしながら，販売活動に対する課

税・制限規制などの政策の有効性に関する厚生分析は十分になされていない。従来の分析手法は，

販売活動が社会的最適水準から乖離する要因を特定することに焦点が当てられており，租税政策が

企業行動に与える影響が分析されていない。また，制限規制政策の効果について知るためには，外

生的な要因の変化について分析する必要性がある。本論文では，従来の分析手法をこれらの点で拡

張し，課税（販売費課税・従価税・従量税）と制限規制（販売活動制限規制・価格制限規制・数量

制限規制）を併用した場合の 6種類の政策の相互的な効果を分析する。結果として，租税政策（販

売費課税，従価税・従量税）と価格上限政策を併用する方法と，租税政策（従価税・従量税）と販

売活動制限規制を併用する方法の，販売活動に対する政府介入を含む 2種類のポリシー・ミックス

が社会厚生の改善に有効な政策として提案される。
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する政策の効果についての厚生分析は十分には
なされていない。本論文の目的は，販売活動の
外部性を是正するために有効な政策を提案し，
販売活動に対する政府介入がどのような場合に
正当な理由を持ちうるのかを示すことにある。

1 .2　従来研究の欠点
販売活動に関する政策効果についての厚生分
析がなされていない理由はいくつか存在する。
従来の分析手法は，販売活動が社会的最適水準
から乖離する要因を特定することに焦点が当て
られてきた。Becker and Murphy（1993）は社会
厚生関数を定義し，販売活動が社会的最適水準
から乖離する要因が販売活動の外部性を含む
様々な市場の失敗にあることを示した。しかし
ながら，彼らの分析は租税政策が企業行動に与
える影響は考慮されていない。
また，制限規制政策の効果を分析するために
は，外生的な要因の変化と企業行動の関係につ
いて分析をする必要性がある。現実の多くの企
業は，天候・気温・季節・曜日・景気水準・場
所・イベントなど，多様に存在する環境や状態
の影響を考慮しながら，販売活動の規模を決定
していると考えられる。しかしながら，これら
外生的な要因の変化が企業行動に与える影響に
ついての分析も十分になされていない。
本論文は，租税政策と外生的な要因が企業行
動に与える影響について明示的に扱うことで従

来の分析手法を拡張し，課税（従価税・従量
税・販売費課税）と制限規制（販売活動制限規
制・価格制限規制・数量制限規制）を併用した
場合の 6種類の政策の相互的な効果について分
析する。

1 .3　分析結果―政策提言
市場では，商品の取引量による外部性・販売
活動による外部性・価格独占による死荷重損失
の 3種類の市場の失敗が厚生損失の要因として
存在している。また，租税政策のみを用いてす
べての市場の失敗を解消することは不可能であ
り，租税政策では最大で 2種類の市場の失敗に
ついて解消が可能であることが示される。そこ
で，租税政策によって 2種類の市場の失敗に対
処し，残りの市場の失敗を制限規制政策によっ
て是正するポリシー・ミックスを次善政策とし
て提案する。
本論文の厚生分析の結果，次の 2種類のポリ
シー・ミックスが社会的余剰を改善するために
有効な政策として提案される。図 1は市場の失
敗とそれぞれの政策の役割について表してい
る。一つ目の政策Aは，租税政策（従価税・従
量税，販売費課税）によって取引量と販売活動
による外部性を解消し，価格上限政策によって
価格独占による死荷重損失を是正する方法であ
る。二つ目の政策Bは，租税政策（従価税・従
量税）によって価格独占による死荷重損失と取

図 1：市場の失敗と政策の役割
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引量による外部性を解消し，販売活動制限規制
（または数量制限規制）によって販売活動によ
る外部性を是正する方法である。
これら 2種類のポリシー・ミックスは，企業
行動の社会的最適水準からの乖離を是正する。
販売活動と商品価格が社会的最適水準から乖離
する要因は，それぞれが異なる市場の失敗に
よって生じている。販売活動の社会的最適水準
からの乖離は，販売活動および商品の取引量か
ら生じる外部性を要因とする。他方，商品価格
の社会的最適水準からの乖離は，市場の競争の
度合いと商品の取引量から生じる外部性を要因
とする。よって，政策Aは租税政策（従価税・
従量税，販売費課税）によって販売活動の社会
的最適水準を維持し，価格上限政策によって商
品価格の社会的最適水準からの乖離を是正する
方法であり，政策Bは租税政策（従価税・従量
税）によって商品価格の社会的最適水準を維持
し，販売活動制限規制（または数量制限規制）
によって販売活動の社会的最適水準からの乖離
を是正する方法である。
本論文の政策提言から，販売活動に対する政
府介入がどのような場合に正当な理由を持ちう
るかが示される。まず，販売費課税の導入は，
従量税・従価税を併用することで販売活動の社
会的最適水準を維持することを目的とする場合
に正当な理由を持ちうる。他方，販売活動制限
規制政策の実施は，租税政策によって商品価格
の社会的最適水準が維持されている場合に正当
な理由を持ちうることが示される。結果とし
て，これら 2種類のポリシー・ミックスは実用
性の観点からそれぞれ長所と短所を併せ持って
おり，市場の特性に応じて実施する政策を検討
する必要性がある。本研究の意義は，販売活動
に対する政府介入が実施される際に，慎重に吟
味するべき事柄について明らかにしていること
である。

1 .4　先行研究
販売活動に関する分析は，宣伝広告を想定し
た研究を主として多くのモデルが存在してい
る。Dorfman and Steiner（1954）は，初めて宣
伝広告に依存する需要関数をモデルの中で想定
し，価格独占企業の宣伝広告活動に関する分
析をした。社会厚生の観点から，Kaldor（1949 -
50）は宣伝広告に関する規範的・実証的研究の
両方における初期の分析に貢献した。Dixit and 
Normans（1978）は，より高い市場価格の下で
宣伝広告が過剰に供給されることと，消費者
の効用を直接的に増加させることはないとい
うことを示した。さらに，Becker and Murphy
（1993）は社会厚生関数を定義し，宣伝広告が
社会的最適水準から乖離する要因として，宣伝
広告の外部性と市場の競争の度合いが挙げられ
ることを示した。
宣伝広告の効果に関する実証的分析として注
目すべきものに，Ashley et al.（1980）の宣伝広
告と消費とのグレンジャーの因果性に関する研
究がある。彼らは宣伝広告が消費に影響を与え
るだけではなく，消費が広告宣伝費に影響を与
えているという双方向の因果性が存在すること
を示した。このことは，販売活動の影響を受け
る需要関数を用いて，企業が利潤最大化問題の
最適解として販売活動の規模を決定している場
合，販売活動と需要量（取引量）とは双方向の
因果性を持つと考えられるため，本論文の分析
手法に対しても整合的な結果であると言える。

1 .5　本論文の構成
本論文の構成は，以下の通りである。第 2節
において，販売活動を行う価格独占企業の利
潤最大化行動について分析をする。第 3節で
は，企業行動の結果実現する市場の各内生変数
に関する比較静学分析をし，それらの性質につ
いて分析する。第 4節では社会的余剰関数を定
義し，市場の内生変数に関する分析結果を用い
て，課税および制限規制の政策効果について厚
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生分析をする。

2　企業の最適化行動

本節では，販売活動を行う主体である企業の
利潤最大化行動と最適解が満たすべき必要十分
条件について分析する。企業は商品価格と販売
活動に対する支出である販売費について制御
し，利潤の最大化を行っていることを想定す
る。はじめに，制約条件と目的関数についての
定義を与え，企業の利潤最大化問題を定式化す
る。さらに，定式化された問題の解が最適解で
あるために満たすべき必要十分条件について分
析する。

2 .1　利潤最大化問題の定式化
ここでは，企業の制約条件と目的関数につい
て定義を与え，利潤最大化問題を定式化する。
初めに，制約条件となる需給の均衡式について
定義を与える。その後，目的関数となる利潤関
数の定義を与える。
はじめに，制約条件である市場の需給均衡式
の定義を与える。供給量を ，商品の支
払価格（税込）を ，販売費を  ，
環境や状態など外生的要因に関する情報を表
す変数（状態変数）を ，商品の個別
需要量を を独立変数とする －級の関数

の値として表せば，市場の需給
均衡を示す条件式は以下のように示される。

  （2 -1）

 

ここで， という仮定は，正の需要変動を
生じさせるような要因の変化を の上昇で表現
し，負の需要変動を生じさせるような要因の変
化を の低下として表現する 2。
2 外生的要因の変化は，本来複数存在するため をベ
クトル表現で考えることが現実的である。しかし，

次に，企業の利潤最大化問題の目的関数であ
る，利潤関数についての定義を与える。利潤関
数を定義するために，税込の売上高と政府の企
業に対する税収について定義する。税込の売上
高の恒等式は以下のように成立する。

  （2 -2）

さらに，政府の税収を ，従価税率を
，従量税を ，販売費課税率
として各種租税に関する変数を表

せば，政府の税収は以下のように示される。

  （2 -3）

 

ここで， は取引量の単位当たりの課税額であ
る。利潤を ，企業の直面している費
用関数を供給量 を独立変数とする －級の関
数 と表せば，当該企業の利潤関
数は以下のように示される 3。

  （2 -4）

 

このような利潤関数の定義は，会計上の税引き
後営業利益の定義を参考にしている。式（2 -4）
は税引き後営業利益が，売上高から売上原価，
販売費及び一般管理費，租税を差し引いた形で
定義されているという事実を表現している。た
だし，一般管理費は固定費用とし，最適解の決

本稿では需要変動が市場に与える本質的な効果に関
する情報を簡潔に示すことを目的とし，簡単化して
扱う。

3 費用関数については，二階の微分係数に関して仮定
していない。よって，自然独占の場合も含んでいる。
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定には影響を与えないため捨象している。
以上の定義より，個別需要関数の情報を想定
しながら，価格 と販売費 を制御する企業の
利潤最大化問題は次のように定式化される。

 （2 -5）

次小節より，この利潤最大化問題を用いて，
商品価格と販売費が最適解であるため満たすべ
き必要十分条件についての分析をする。

2 .2　最適解の満たすべき必要条件
前節 2 .1 で定式化された利潤最大化問題の解
が，最適解であるための必要条件（FOCs）に
ついて示す。制約条件を目的関数に代入し，最
適販売費を 最適価格を と表すと，FOCsは
以下のように示される。

  （2 -6）

  （2 -7）

この二つの式を解くことで，最適販売費 と最
適価格 がそれぞれ状態変数 の関数として求
まる。FOCsより，以下の関係式が得られる。

  （2 -8）

  （2 -9）

 

この関係式（2 -8）はDorfman and Steiner（1954）

によって示された主要な結果のひとつである。
最適点において，売上高に占める販売費の割合
が，個別需要関数の価格弾力性と販売費弾力性
の比率で決定されるということを示している。
Dorfman等はこの関係式が満たされないとき，
取引量を変化させずに利潤を増加させることが
可能な の組み合わせが他に存在することを
意味することを示した。よって，この関係式は
状態変数 や租税変数 などの与件の変
化の影響を分析する上では，効率的な最適解

の変化の仕方について表現する関係式を
意味する。

2 .3　最適解の満たすべき十分条件
次に，最適解であるための十分条件について
分析する。最適解が最大値であるため十分条件
（SOCs）はそれぞれ以下の不等式によって示さ
れる（導出は付録Aを参照）。

  （2 -10）

  （2 -11）

  （2 -12）

SOCsは の値によって特徴づけられ，
これら 3つのパラメータの間の関係が満たす
べき条件となっている。SOCsよりパラメータ

について次の補題Aが成立する（証
明は付録B，Cを参照）。

補題A
SOCsを満たすとき， について以下

の関係が成立する。
　（L1）： のうち少なくとも二つの
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値は正である。
　（L2）： のうち任意の 2つの和は

正である。

補題（L2）より，SOCsは条件式（2 -10），（2 -
11），（2 -12）に加えて以下の条件も含意してい
る。

  （2 -13）

次小節では，最適解であるための必要十分条
件であるFOCsおよびSOCsが満たされている
ことを仮定し，状態の変化が企業の決定する最
適解と，その結果実現される市場の各内生変数
に与える影響について分析する。

3　市場均衡における比較静学分析

本節では，市場均衡における比較静学分析
をし，最適販売費，最適価格および均衡にお
ける他の各内生変数に関する性質を分析する。
与件として与えられる状態変数 と政府の租税

に関する変化が，企業の決定する販売
費 と価格 および，その結果市場均衡におけ
る取引量 や売上高 ，利潤 に与える影響
について分析する。

3 .1　各変数間の関係
はじめに，外生的要因とそれぞれの内生変数
との関係を分析する準備をする。以降の数式表
現を簡単化するため，各内生変数および状態変
数 の微分に関するパラメータを，以下のよう
において表現する。

  （3 -1）

各パラメータ間の比の値の符号は，各変数間の
相関関係の正負と対応している。すなわち，こ
れら微分に関するパラメータがどのような変数
に特徴づけられているのかを分析することは，
均衡における各変数間の相関関係を分析すると
いうことも意味している。表 1は各変数間の相
関関係についてまとめたものである。
販売活動に関する実証的な事実を示す研究
は，広告宣伝活動に関する文献に比べて少な
い。ここでは，主に宣伝広告の効果に関する実
証研究の結果について考察する。第 1節におい
て前述されたが，Ashley et al.（1980）は宣伝
広告の売上高への影響は，長期的な効果は少な

表 1：各変数間の相関関係
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いものの，短期的にはそれらを増加させる効
果を持っているという事実を示した。加えて，
Simon（1970），Bils （1989）の研究でも，広告
宣伝費は順景気循環的であるという事実を示し
ている。これらの事実は本モデルにおいて，
の符号と や の符号が概ね等しいというこ
とを示唆していると言える。また，Ashley等は
宣伝広告と売上高との間には双方向の因果性が
あるという事実も示唆している。このことは，
需要を予測した企業の最適化行動によって
と ， の間に単純な因果関係が成立しないと
いうことと整合的な結果であると考えられる。

Bagwell（2007）によると，宣伝広告と商品
価格の関係に関しては実証研究ごとに結論が異
なっており，単純な関係は示されていない。加
えて，Wolf（1991），Chadha and Prasad（1994）
の研究でも物価は順景気循環的でもあり，反景
気循環的でもあるという事実を示している。こ
れらの事実から， の符号と や の符号の
間に商品（あるいは状態の変化）の違いを通じ
た安定的な関係は存在していないことが予想さ
れる。

3 .2　市場の均衡体系
均衡の体系に関して本質的な情報を決定づけ
る， の値が満たすべき方程式
をまとめる。FOCsの 2式と，市場の均衡式（2 -
1），売上高の恒等式（2 -2）をそれぞれ最適点
で評価し全微分をとり，適宜代入することで以
下の 5つの方程式を得る（（3 -2），（3 -3）の導
出の詳細は付録Dを参照）。

FOCs［ ］：  （3 -2）

FOCs［ ］：  （3 -3） 

市場の均衡式：　  （3 -4） 

売上高の恒等式：  （3 -5）

利潤の定義式：  （3 -6）

また，これらの 4つの独立な方程式を行列式と
して記述すると以下のように示される。

 （3 -7）

  （3 -8）

式（3 -8）より，これらの 5つの方程式は独立
している。式（3 -7）より変数間の相関関係が
主に , , , , , , , , , , の
10 個のパラメータによって特徴づけられてい
る。特に， は費用関数の二階微分 の均衡
における値の情報を反映し，
は個別需要関数の二階偏微分係数 , ,  , 

, の均衡における値の情報をそれぞれ反
映している。さらに， , , , は状態変数
と租税に関する変数の微分 , , , に
関する情報をそれぞれ反映している。

3 .3　均衡における内生変数の性質
ここでは，具体的に各変数の微分に関するパ
ラメータを導出しその性質について分析をす
る。式（3 -7）を解くことで，各パラメータは
以下のように導出される。
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 （3 -10）

式（3 -10）より，均衡における各内生変数が
にそれぞれ依存して決定される。（3 -

10）の 1行目の関係式より， の値は
の上昇に伴い正の値になりやすい。 は状態
の変化が販売活動の効率性を高める効果 と，
取引量の増加による費用を増加させる効果 と
の差を表現している。このことは，企業とって
最適な販売活動の量を決定するためには，販売
活動の効率高まることと，費用を節約できると
いう二つの側面の両方を考慮することが重要
であるということを示している。さらに，（3 -
10）の 2行目の関係式より， の値の符
号は の値の符号に強く左右される。一
般的に，租税変数は頻繁には変化しないため，

の値の符号は商品価格の景気循環的な
ふるまいを説明する上で，重要な意味を持って
いると考えられる。

均衡における各内生変数の偏微分の符号は，
それぞれ以下の表のようにまとめることができ
る。
最適販売費 は販売費課税率 の上昇に伴

い，減少する。さらに，均衡における取引量
は従量税 の上昇に伴い，減少する。また，
均衡における利潤は，正の需要変動に伴い増加
するが，各租税変数の上昇に伴い減少する。
式（3 -10）と各パラメータに関する偏微分

係数について分析することで，以下の命題Aが
得られる（証明は付録Eを参照）。

命題A
（P1）： 均衡における販売費と状態変数に対す

る需要量の交差偏微分係数の値が高い
商品（状態の変化）であるほど，状態
変数と最適販売費は正の相関を持つ。

  ［均衡における の値が高いとき，
は大きいの値を持つ。］

（P2）： 均衡における価格と状態変数に対する
需要量の交差偏微分係数の値が高い商
品（状態の変化）であるほど，状態変
数と最適価格は正の相関を持つ。

  ［均衡における の値が高いとき，
は大きい値を持つ。］

（P3）： 均衡の需要量が販売費に対して逓減的
な商品であるほど，最適販売費は与件
の変化に対して変動しやすい。［均衡

表 2：均衡における各内生変数の偏微分係数の符号
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における の値が高いとき， は大
きい値を持つ。］

（P4）： 均衡の需要量が価格に対して逓減的な
商品であるほど，最適価格は与件の変
化に対して変動しやすい。［均衡にお
ける の値が高いとき， は大きい
値を持つ。］

（P5）： 均衡における費用関数が逓減的な商品
であるほど，取引量の与件の変化に対
して変動しやすい。［均衡における
の値が低いとき， は大きい値を持
つ。］

命題（P1），（P2）は，ある商品（状態の変
化）の持つ性質が，状態変数と各最適解の相関
関係に対して，単調的な効果を持つものが，そ
れぞれ存在していることを示唆している。命題
（P3），（P4），（P5）は，ある商品の持つ性質
が，販売費・商品価格および取引量の変動の大
きさに対して，単調的な効果を持つものが，そ
れぞれ存在していることを示唆している。

3 .4　�Dorfman＝Steinerの関係式とパラメー
タの意味

ここでは，Dorfman and Steiner（1954）によっ
て示された式（2 -8）を用いて，各パラメータ
の意味について分析をする。式（2 -8）を全微
分することで，以下の関係式を得る。

  （3 -11）

これは，FOCsを最適点で評価し，全微分して
得られた式（3 -2），（3 -3）の両辺を足し合わ
せることでも得られる。式（3 -11）の左辺の
値は，与件の変化によって式（2 -8）の関係式
に与える影響力について表現していると考えら
える。一方，右辺の値は与件の変化に対して式
（2 -8）を等号で成立させるための，最適解に
生じる変化について表現している。
式（3 -11）より，租税変数 に関する変

化は式（2 -8）の関係式に対して影響力を持つ
が，従量税 の変化は中立的である。左辺の
パラメータ の値は式（2 -8）の関係式に対し
て，状態の変化が持つ影響力を表現している。
また，右辺のパラメータ の値は，最適解
の変化の間の関係を特徴づけるパラメータであ
ると捉えられる。また，これらのパラメータは
商品（あるいは状態の変化）の種類の違いに
よって異なっていると考えられる。

4　厚生分析―社会的最適水準と政策の効果

本節では，社会的余剰を定義し，社会的余剰
に対して与える政府の政策の効果について厚生
分析をする。政府の政策は従価税率 の調整・
販売費課税率 の調整・従量税 の調整を含む
3種の租税政策と，価格制限規制・取引量の数
量制限規制・販売活動制限規制を含む 3種の制
限規制について分析する。まず，社会的余剰に
関する定義を与え，前節において得られた市場
の各内生変数に関する情報を用いて，企業行動
の社会的最適水準に関する分析をする。次に，
政策の効果について，租税政策と制限規制政策
に関する詳細な分析をする。

4 .1　社会的余剰の定義
政府の目的関数である社会的余剰関数の定義
を与える。社会的余剰は消費者余剰，生産者余
剰および政府余剰の合計である。消費者余剰に
ついては外部性の存在も考慮した，事後的な貨
幣価値の消費者効用が存在していることを想定
する。具体的には，貨幣価値の消費者効用は
消費量 ，支払総額 ，販売活動 を独立変
数とする －級の関数 の値とし，
以下のように表す。

  （4 -1）

 

ここで， は単位当たりの支出の不効用の貨
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幣価値を表しているため を仮定する。
このように想定される貨幣価値の消費者効用
は，Becker and Murphy（1993）等の用いたもの
と本質的に同様のものである。彼らの分析にお
ける想定との相違点は，本稿では取引量に関す
る外部性が存在する場合を考慮しているという
こと， の取引がなされないこと，状態変数
が消費者効用に与える直接的な効果が存在する
場合を考慮しているということの 3点が挙げら
れる。販売費の取引がなされない点を除いて，
本モデルにおける定義は特殊ケースとして彼ら
の用いた貨幣価値の消費者効用の定義を含んで
いる 4。
さらに，生産者余剰を均衡における企業の
利潤 ，政府余剰を均衡における税収 とし
て想定し，社会的余剰を として表せば，
社会的余剰は以下のように定義される。

  （4 -2）

このとき， の値は取引量に関して存在
している正の限界的外部性を示し， の値は
販売活動に関して存在している正の限界的外部
性を示している。
また，式（4 -2）を全微分すると以下の関係

式が得られる。

 （4 -3）

式（4 -3）より，社会的余剰 が の関
数となっている。さらに，
のとき，式（4 -3）はBecker and Murphy（1993）
が示した“surplus criterion”を提示するために用
いた関係式に対応する。

4 

として定義すると
で あ り，

を仮定すると となり，Becker and 
Murphy （1993 , p.957） が想定した効用 の各偏微分係
数の仮定に一致する。したがって，本稿における効用
と彼らの想定した効用 は本質的な点で一致する。

ここで，市場の需給均衡式（2 -1）より は
の関数であり，企業の最適解 は
の関数であるため社会的余剰は以下

の 3つの関数の形で表現できる。

 （4 -4）

は企業行動が社会的余剰に与える
効果について表現し， は政府の
租税政策が社会的余剰に与える効果について表
現するものとして考えられる。

4 .2　企業行動と社会的最適水準
Becker等は式（4 -3）を用いて導出される

の値を用いて， の社会的最適水準か
らの乖離に関する基準（“surplus criterion”）を
提示した。しかしながら，式（4 -3）より社会
的余剰は状態変数 の変化による影響や，商
品価格 の社会的最適水準からの乖離による
影響も含んでいると考えられる。そのため，

の値を用いて販売活動の社会的最適水
準からの乖離を分析することは正確ではないと
考えられる。
本研究では代わりに，企業行動が社会的
余剰に与える効果について表現している

の， に関する偏微分係数の値
を用いて，企業の決定する商品価格と販売費に
関する社会的最適水準を区別して分析する。式
（4 -3）と全微分された市場の均衡式（3 -4）を
用いると，社会的余剰の企業の最適解に関する
偏微分係数はそれぞれ以下のように導出され
る。

  （4 -5）

  （4 -6）

これより，販売活動および商品価格の社会的
最適水準からの乖離に関する基準（“surplus 
criterions”）は以下のように示される。
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 （4 -7）

  （4 -8）

さらに，式（4 -5），（4 -6）に式（2 -6），（2 -7）
を代入することで，租税政策の影響を明示した
企業行動に関する“surplus criterions”を導出する
ことができる。

 （4 -9）

  （4 -10）

ここで，定義より で
あり， の値は税抜価格と限界費用の差を示
し，企業の独占の度合いについて表現している
変数である。Becker and Murphy（1993）は，宣
伝広告が社会的に過剰・過小となるかどうか
が，市場の競争の度合いに依存していると述
べた。彼らの主張は， かつ
の仮定を置いていたことによる帰結であると
考えられる。実際に，これらの仮定の下では，
式（4 -3），（4 -5）や（4 -7）において現れる

が，市場の独占の度合いを表現す
る変数 に一致するからである 5。
さらに，（4 -9）より販売活動の社会的最適

水準からの乖離は， と の値
に依存する。 は取引量の負の限界
的外部性と取引量単位当たり課税額との差につ
いて表現し， は販売活動の負の限界的
外部性と販売活動に対する課税率の差について
表現している。すなわち，販売活動の社会的最
適水準からの乖離は，取引量により生じる外部
性・販売活動により生じる外部性の 2つのタイ
プの市場の失敗を主な要因としている。他方，
5 か つ の 仮 定 の 下 で は，

となり，
は独占の度合いを表現する変数 と一致する。

（4 -10）より商品価格の社会的最適水準からの
乖離は， と を重要な変数として
いる。 の値は企業の独占の度合いについて表
現している変数であったため，商品価格の社会
的最適水準からの乖離は，取引量により生じる
外部性・価格独占による死荷重損失の 2つのタ
イプの市場の失敗を主な要因としている。
このとき，（4 -7），（4 -8），（4 -9），（4 -10）よ
り以下の命題Bが得られる。

命題B
（P6）： と が成立

するとき，販売活動は社会的最適水
準となり，商品価格社会的最適水準
に比べて高い水準となる。（ただし，

の場合に限る 6。）
（P7）： が成立するとき，

商品価格は社会的最適水準となり，販
売活動は （ ）の場合に過
剰（過小）， の場合に社会的最
適水準となる。（ただし， が定数
でない場合に限る。）

（P8）： のとき，企業行動（最適販売費
と最適価格の組み合わせ）の結果実現
される社会的余剰が，最適水準に達す
ることはない。

命題（P6）より，取引量によって生じる外部
性と販売活動によって生じる外部性が適切な租
税政策によって相殺されるときに，販売活動は
社会的最適水準になる。ここで，政府の利用可
能な情報に関する制約の観点から，政府がこの

6 の場合， であるため と
なる販売費課税率は設定できない。仮に なら
ば，企業の最適販売費はFOCを満たさず無限大に発
散する。これは現実的ではない。また， の場
合でも，命題（P6）の条件を無視して租税変数の制
御することによって販売活動の社会的最適水準は実
現可能であるが，その場合は の情報に加え
て，需要曲線に関する情報が必要になる。この理由
から，除外している。



大　阪　大　学　経　済　学 Vol.64 No.4－ 116 －

ような租税政策を実施するために必要なパラ
メータに関する情報は の値に関する
情報である。他方，命題（P7）より，取引量
によって生じる外部性と価格独占による死荷重
損失が適切な租税政策によって相殺されると
き，商品価格は社会的最適水準になる。
政府の利用可能な情報に関する制約の観点
から，政府がこのような租税政策を実施す
るために必要なパラメータに関する情報は

の値に関する情報である。社会
的最適水準の販売費を で表し，社会的最適
水準の商品価格を で表すと，商品市場にお
ける各々の租税政策が実現された場合の市場
の様子は図 2のように表される。ここで，
は限界収入曲線， は限界費用曲線， は

と の関係を示す曲線を表している。企
業の費用関数が限界費用逓増か限界費用逓減で
あるかどうかの違いが，それぞれの政策の結果
実現される取引量の大小関係に影響を与える。
命題（P8）は である場合に，取引量
によって生じる外部性・販売活動によって生じ
る外部性・価格独占による死荷重損失の 3つ種
類の市場の失敗を同時に調整するような，企業
行動についての社会的最適水準を実現させるよ
うな租税政策（あるいは助成政策）が存在し

ないということを意味している。 の仮定
は，一般性の高い仮定であると考えられる。そ
のため，次小節では，より直接的に各租税変数
が社会的余剰に対して与える効果について分析
する。

4 .3　租税政策の効果
ここでは，社会的余剰関数 を

目的関数として用いて，租税政策と社会的余
剰との関係について分析する。式（4 -3）に（3 -
10）で得られた関係式を代入し，社会的余剰関
数の租税変数に関する各偏微分係数の値が導出
される。

 （4 -11）

 （4 -12）

 （4 -13）

このとき，偏微分係数の間には以下の関係式
が成立する。

図 2：商品市場における租税政策の比較
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 （4 -14）

式（4 -14）より，各租税変数の変化が社会的
余剰に与える効果の間に関係が存在しているこ
とを示している。これは， のうちいず
れか一つの租税変数の変化が社会的余剰に対し
て与える効果は，他の二つの租税変数の適切な
変化によって同等の効果（あるいは相殺する効
果）を持っているということを意味している。
また，従量税に関する租税政策が社会的余剰に
対して持つ効果と，同等の効果を持つ販売費課
税と従価税に関する租税政策が存在するという
ことが言える 7。
式（4 -11），（4 -12），（4 -13）をそれぞれ等

号で満たすような従量税を ，従価税率を ，
販売費課税率を としてそれぞれに表すと，租
税変数に関する一階の条件はそれぞれ以下のよ
うに示される。

 （4 -15）

 （4 -16）

 （4 -17）

ここで，内生変数を とすると， , 
, として表現している。

これらの式（4 -15），（4 -16），（4 -17）と式（4 -
11），（4 -12），（4 -13）より，以下の命題Cが成
立する（証明は付録Fを参照）。

命題C
（P9）： のとき， のうち 2つ以

7 例えば， で与えられる
従量税の変化が持つ社会的余剰への効果（ ）と，

で与えられ
る販売費課税率と従価税の変化による社会的余剰へ
の効果は等しい。

上の租税変数に関する一階の条件を，
同時に満たすことはできない。

すでに命題（P8）より，租税政策の結果実現
される企業行動を通じて社会的余剰の最大化を
実現することも不可能であることが明らかと
なっている。命題（P9）は， の場合に社
会的余剰の最大化をするような直接的な租税政
策も存在しないということを意味する。結果と
して，租税政策によってファースト・ベストを
実現することは不可能であるということが明確
になった。この結果は，次小節で議論される制
限規制政策の効果に対して意義を持たせるもの
であると考えられる。
ここで注意するべき点として，一階の条件を
用いて租税に関する調整を試みることは，政府
の利用可能な情報についての制約の観点から問
題を孕んでいる。式（4 -15），（4 -16），（4 -17）
を満たすような従量税 ，従価税率 ，販売費
課税率 を実現するためには，政府は当該商品
市場における各パラメータに関する情報を正確
に予測し各租税変数を制御する必要がある。し
かしながら現実的な観点から，このような制御
を行う際に多くの困難を伴うことが容易に予想
される。命題（P9）より，租税変数のうちの
いずれかの変数についての一階の条件を用い
て，社会的余剰の改善を試みることは理論上可
能はであるが，この理由から実用性のある政策
ではないと判断される。

4 .4　制限規制の効果
ここでは，各制限規制（価格制限規制・販売
活動制限規制・数量制限規制）が各内生変数
に与える効果について分析する。いま，価格
制限規制（ ）が施行された場合の
の値をゼロ， の値を規制後も成立する
に関するFOCsに対応する式（3 -2）を用いて
求め，販売活動制限規制（ ）が施行さ
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れた場合の の値をゼロ， の値を規
制後も成立する に関するFOCsに対応する式
（3 -3）を用いて求め，取引量の数量制限規制
（  ）が施行された場合の の
値を と式（3 -4）を用いて求めると，
制限規制が施行された場合の各内生変数の微分
に関するパラメータの値が，それぞれ以下のよ
うに導出される。

 （4 -18）

 （4 -19）

 （4 -20）

このようにして求められたパラメータと式
（4 -3）を用いて，社会的余剰の微分の差が以
下のように求まる（導出の詳細は付録Gを参
照）。

 （4 -21）

 （4 -22）

 （4 -23）

これらの値は，各制限規制が施行され実際に企
業行動を制限する場合の社会的余剰の変化につ
いて示しており。これらの値が正となるとき，
各制限規制が実際に企業行動を制限するときに
社会的余剰を増加させる効果を持つことを意味
する。（4 -21）は取引量の数量制限規制が実際
に企業行動を制限する場合の効果について表
し， のときに数量上限規制の効果を表
し， のときに数量下限規制の効果を表
す。同様に，（4 -22）は販売活動制限規制が実
際に企業行動を制限する場合の効果について表
し， のときに販売活動上限規制の効果
を表し， のときに販売活動下限規制の

効果を表す。さらに，（4 -23）は価格制限規制
が実際に企業行動を制限する場合の効果につい
て表し， のときに価格上限規制の効果
を表し， のときに価格下限規制の効果
を表す。
特に，式（4 -21）について以下の命題Dが

成立する。

命題D
（P10）： 事後的な取引量に対する限界効用

の値が著しく低く， ，
が共に予測される商品につい

ては数量上限規制が有効な政策とな
る 8。

この命題は，実際に特定商品取引法のクーリン
グ・オフ制度のように，悪質な訪問販売・電話
勧誘販売などによる取引契約について，事後的
に破棄するような法律に対して理論的な根拠を
与える。
さらに，式（4 -21），（4 -22），（4 -23）は式

（4 -5），（4 -6）を用いて，企業行動の社会的最
適水準からの乖離と制限規制政策の効果との間
の関係を表現することができる。

 （4 -24）

 （4 -25）

 （4 -26）

式（2 -24）より，数量制限規制は企業の販売
活動の社会的最適水準から乖離する場合に効果
を持つ。式（4 -25），（4 -2）より，販売活動制

8 制限規制は上限・下限の片方だけを規制するもので
あり，実際に施行される制限規制が企業行動を制約
し効力を発揮するかどうかは，そのときの状態変数
の変化に依存している。
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限規制と価格制限規制の効果は，販売活動と商
品価格が社会的最適水準から乖離していること
の両方に依存して決定される。
いま，社会的最適販売費 ，社会的最適商

品価格 がそれぞれ実現される場合の，企業
行動に関する社会的余剰の偏微分係数は式（4 -
5），（4 -6）を用いて以下のように導出される。

 （4 -27）

 （4 -28）

これらの値を式（4 -24），（4 -25），（4 -26）に
代入して，各制限規制政策の効果の符号につい
てまとめたものが表 3である。ここで， の
値の符号は特定されていない。また，表 3の各
値より，以下の命題Eが成立する。

命題E
（P11）： 販売活動が社会的に最適な水準であ

るとき，数量制限規制は常に効果を
持たず， （ ）の場合に価
格上限（下限）規制が有効となる。

（P12）： 商品価格が社会的に最適な水準であ
るとき， （ ）の場合に数
量上限（下限）規制・販売活動上限
（下限）規制が共に有効となる。

これらの命題より，制限規制政策が一定の条件
下において有効な政策となりうる。命題（P6），
（P7）より，租税政策によって社会的最適販売

費 ，社会的最適商品価格 のいずれかを
実現することが可能である。すなわち，租税政
策と制限規制政策のポリシー・ミックスが，社
会的余剰に対してより効果的な政策となる可
能性がある。次小節では，命題（P11），（P12）
と租税政策に関する分析結果から，より具体的
な政策に関する議論をする。

4 .5　政策提言
本節におけるここまでの分析から，市場には
3つのタイプの市場の失敗（取引量に関する外
部性・販売活動に関する外部性・独占による死
荷重損失）が存在していることが示された。さ
らに，命題（P8），（P9）より，3つの市場の
失敗すべてに対処し，ファースト・ベストを実
現するような租税政策は存在しないということ
も明らかとなった。しかしながら，企業行動を
通じて 2つのタイプの市場の失敗に対処するこ
とが可能な 2種類の租税政策が存在すること
が示された。そして，命題（P11），（P12）は，
残りの 1つのタイプの市場の失敗に対しても，
制限規制政策とのポリシー・ミックスを行うこ
とが有効な政策となる可能性が示された。具体
的な政策として，以下の 2種類のポリシー・
ミックスが有力な政策の候補として挙げられ
る。

政策A： 租税政策 , 
と価格上限規制政策のポリシー・
ミックス

政策B： 租税政策 と販
売活動（数量）制限規制政策のポリ
シー・ミックス 9

政策Aは社会的最適販売費 を実現する租
税政策によって，取引量と販売活動によって生

9 命題（P13）より， （ ）の場合に数量上
限（下限）規制・販売活動上限（下限）規制が有効
となる。

表 3：�企業行動の社会的最適水準と制限規制政策の
効果の符号
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じる 2つの外部性に対して対処し，価格上限政
策によって独占による死荷重損失に対して対
処している。他方，政策Bは社会的最適商品価
格 を実現する租税政策によって，取引量に
よって生じる外部性と独占による死荷重損失に
対して対処し，販売活動制限規制（数量制限規
制）によって販売活動によって生じる外部性に
対して対処している。
これら 2種類のポリシー・ミックスは実用
性の観点からそれぞれ長所と短所を併せ持っ
ており，市場の特性に応じて実施する政策を
検討する必要性がある。政府の利用可能な情
報の観点からみると，政策Aは実行するため
に の情報を用いて租税変数を制御し
ている。一方，政策Bを実行するためには，

の情報を用いて租税変数を制御
し， の情報を用いて制限規制政策
を実行する。政策Aは企業の費用関数に関する
情報を必要としないが， を決定する際に
の正確な値の情報が必要である。一方，政策B
は の正確な値を把握する必要はないが，費
用関数についての情報を必要とする。加えて，
政策Aは の場合に租税政策が実行不可能
であるが，政策Bは の値に関する制約はな
い。他方，政策Aは費用関数に関する制約はな
いが，政策Bは が定数の場合に租税政策
が実行不可能である。政策Aと政策Bのいずれ
についても，それぞれ長所と短所を併せ持って
いるため，市場の特性に合わせて検討し適切に
実施されることが望ましいと言える。
政府の政策についての留意点として，上述の
租税政策を実施するためには に関する情
報が必要であること， を設定する際に市場価
格と連動する課税であること，販売費に対する
課税が適切に行えるかどうかということが問題
として考えられる。また，効果的であると考え
られる各制限規制は上限・下限の片方だけを規
制するものであり，実際に施行される制限規制
が効力を発揮するかどうかは，外生変数に依存

しているということも注意が必要だと考えられ
る。

5　結論と展望

最後に，結論と現実の事例，今後の研究にお
ける課題および展望について言及する。

5 .1　本論文の結論と事例
本論文の目的は，販売活動の外部性を是正す
るために有効な政策を提案し，販売活動に対す
る政府介入がどのような場合において正当な理
由を持ちうるのかを示すことであった。第 4節
において，租税政策（販売費課税，従価税・従
量税）と価格上限政策を併用する方法と，租税
政策（従価税・従量税）と販売活動制限規制を
併用する方法の，販売活動に対する政府介入を
含む 2種類のポリシー・ミックスが社会厚生の
改善に有効な政策として提案された。この政策
提言を下に，販売活動に対する政府介入がどの
ような場合に正当な理由を持ちうるのかが示さ
れた。
第一に，販売費課税（助成）の導入は，従量
税・従価税を併用がなされ販売活動の社会的最
適水準が維持されている場合において正当な理
由を持ちうる。販売活動への支出に対する課税
や助成の導入は，古くから今日に至るまで広く
世界中で議論がなされている。近年では，イタ
リアでインターネット広告に対する課税の導入
が話題となっている。本論文の分析から，その
ような販売費課税の導入は，取引量の外部性を
解消するような商品に対する従量税・従価税を
併用する必要があると言えよう。
他方，販売活動制限規制政策の実施は，租税
政策によって商品価格の社会的最適水準が維持
されている場合に正当な理由を持ちうる。この
ようなポリシー・ミックスに近い政策が実際に
行われている商品としてタバコが挙げられる，
租税政策としてタバコの本数に対する従量税が
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課されており，販売活動上限規制として世界保
健機構（WHO）の条約により宣伝広告は禁止
が義務付けられている。その結果，タバコの販
売活動制限規制には，街頭での無料サンプルの
配布禁止など販売促進に関する自主規制も存在
している。販売活動に対する制限規制の別の例
として，風営法によるパチンコ営業に対して，
営業所周辺における清浄な風俗環境を害するお
それがあることを理由とした宣伝広告に対する
規制が実施されている。しかしながら，この市
場における適切な租税政策が実施されているか
どうかも十分に議論されるべきである。
本論文の主張は，政策提言によって販売活動
に対する政府介入を推し進めることではない。
むしろ，販売活動に対する政府介入を実施する
際には，一層慎重に他の政策との相互効果を吟
味する必要があることを示している。

5 .2　本研究の課題
本研究で用いた分析手法とは別に，企業の販
売活動を分析した有力な研究手法として，グッ
ドウィル効果に着目した動学的分析手法が挙げ
られる。宣伝広告が需要量に対して持続的な影
響を与えるという性質はグッドウィル効果と呼
ばれる。Nerlove and Arrow（1962）は，宣伝広
告の持つこの効果に着目し，価格独占企業の宣
伝広告活動に関する動学的な分析をした。本研
究では，制限規制政策の効果を分析するために
外生的要因の変化が企業行動に与える影響を分
析する必要があった。しかしながら，動学的分
析手法の下で外生的要因と企業行動との関係の
記述的な分析することは困難であり，いまだ成
功している研究はない。よって，本研究では外
生的要因が企業行動に与える影響を分析するこ
とを優先するため，簡単化のために静学的分析
手法を用いた 10。この点は，本研究の今後の課

10 実証研究において，グッドウィル効果のような宣
伝広告の持つ長期的な効果は肯定されてはいない。
Ashley et al.（1980）は宣伝広告の需要量に与える効

題の一つである。
他方，本研究に関する実証的な観点からの課
題として，状態の変化が販売活動に対して与え
る影響ついての実証的な研究結果が必要であ
る。これらは，モデルの想定の妥当性について
確認するためにも必要な情報であると考えられ
る。同様に，本論文の分析において現れた市場
の性質を特徴づける各パラメータに関する実証
的な分析も必要であろう。実証的な結果から各
パラメータの性質に関する有益な情報が得られ
れば，新たな政策の可能性が生じると考えられ
る。

5 .3　今後の展望
理論的な観点から本研究に関する課題として
は，第一に，環境や状態の変化に影響を受ける
需要関数の想定に関する，ミクロ経済学的な視
点からの理論的基礎づけが必要であるというこ
とが挙げられる。サーチ理論やシグナリング理
論などは，家計の消費行動と販売活動の関係に
ついて踏み込んだ議論を行っていると言える。
しかしながら，環境や状態などの外生的要因の
変化が家計の消費行動に与える影響はいずれも
分析されていない。それらの議論とは別に，販
売活動や状態の変化の影響について説明可能な
効用理論（あるいは選好理論）を用いて，本研
究で想定するような需要関数を導出することが
可能になれば，本論文において登場した各パラ
メータの意味について解釈するために役立ち，
より深い議論が可能になると考えている。
また，販売活動についても，複数の販売活動
の効果を需要関数について想定し，与えられた
販売費の下で需要量を最大化するような販売活

果は短期間で減衰し，持続的な効果は持っていない
という結果を示した。この点については，Boyd and 
Seldon（1990），Seldon and Doroodian（1989），Leone
（1995）のそれぞれの実証研究においても同様の結果
が確認されている。また，これらグッドウィル効果
に関連する実証結果に関する情報はBagwell（2007）
から得た。
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動の質的側面に関する最適化問題を取り入れた
モデルを考える必要がある。そのような想定は
現実的であると考えられ，本論文と同様の結果
が得られるのかを確認する必要性があると考え
られる。さらに，販売活動に対する個別の課税
や制限規制に関する議論が可能となると期待さ
れる。

付録A
SOCsを導出する。SOCsは以下の三つの不等
式をすべて満たすことである。

  （A1）

  （A2）

 （A3）

 

ここで，（A1）は（2 -10）と同値であり，（A2）
は（2 -11）と同値である。さらに，（A1），
（A2）を満たす仮定の下で（A3）を満たすた
めには，式（2 -12）を満たすことが必要十分
条件である。よって，SOCsは（2 -10），（2 -
11），（2 -12）をすべて満たすことで表現される。

付録B
補題（L1）を証明する。
いま， が

成立している。与えられた命題を示すために
は， のうち少なくとも 1つが非正で
あるとき，他の 2つは正となることが言えれば
十分である。いま，以下の論理がそれぞれ成立
する。

これより， のうち少なくとも 1つが
非正であるとき，他の 2つは正となることが言
える，よって， のうち少なくとも 2
つは正である。証了。

付録C
補題（L2）を証明する。ここで，補題（L1）
はすでに証明されたものとして用いる。

SOCsより， が成立
することは明らかである。よって，与えられた
命題を示すためには， を示せば十
分である。
い ま， で あ

る。右辺の符号は， より
であるときに と一致する。また，

であるためには， のうちい
ずれかは少なくとも非正である。このとき，

のうち少なくとも 2つは正である
ことから， である。よって，
であるときに が成立する。次
に， であるときを考える。このと
き， の符号は一致する。ここでも，

のうち少なくとも 2つは正であるこ
とより， はいずれも正である。よって，

であるときも が成立する。
すなわち， は常に成立すると言え
る，よって， のうち任意の 2つの和
は正である。証了。

付録D
式（3 -2），（3 -3）を導出する。
FOCsを示す（2 -6），（2 -7）をそれぞれ全微

分し変形することで，最適解に関する 2つの関
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係式が以下のように導出される。

 （A4）

 （A5）

（A4），（A5）の変数についてそれぞれ置き換
えることで，（3 -2），（3 -3）が導出される。

付録E
命題Aを証明する。

， より，
が高い値を持つ商品（あるいは状態の変化）

であるほど， は大きな値を持つ。さらに，
であること

から， の値が大きいとき， は大きい
値を持つ。これより，命題（P1）を得る。

，
より， が高い値を持つ商品（あるいは状態
の変化）であるほど， は大きな値を持つ。
さらに， で
あることから， の値が大きいとき， は
大きい値を持つ。これより，命題（P2）を得
る。

， より，
が高い値を持つ商品であるほど， は小さな値
を持つ。さらに，  ，

であることから，
の値が小さいとき， は大きい値を持つ。
これより，命題（P3）を得る。

，
よ り， が 高 い 値 を 持 つ 商 品 で あ る
ほ ど， は 小 さ な 値 を 持 つ。 さ ら に，

, 
であることから， の値が小さいとき， は
大きい値を持つ。これより，命題（P4）を得
る。

, ,

よ り， が 低 い 値 を 持 つ 商 品 で
あ る ほ ど， は 小 さ い 値 を 持 つ。 さ
ら に ， ，

であることから，
の値が小さいとき， は大きい値を持つ。
これより，命題（P5）を得る。

付録F
命題（P9）を証明する 11。
式（4 -15）を用いて求まる を，式（4 -12），

（4 -13）に代入すると，条件付きの各偏微分係
数は以下のように求まる。

  （A6）

  （A7）

の仮定より，任意の の組み合わせ
に対して，それぞれの条件付き偏微分係数の
値はゼロになることはない。式（A6）からは，

が同時にそれぞれの一階の条件を満たす
ことはない。同様に，式（A7）からは，
が同時にそれぞれの一階の条件を満たすことは
ない。続いて，式（4 -16）を用いて求まる
を，式（4 -11），（4 -13）に代入すると，条件
付きの各偏微分係数は以下のように求まる。

  （A8）

  （A9）

すでに， が同時にそれぞれ一階の条件を
同時に満たすことはないということは示され
11 証 明 に 際 し て， 適 宜 , 

, 
を用いた。
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ているため，式（A8）の条件付き偏微分係数
の値をゼロにするような の組み合わせも
存在しない。すなわち，任意の の組み合
わせに対して， である。よっ
て，（A9）の条件付き偏微分係数の値も，任
意の の組み合わせに対してゼロではない。
これより， が同時にそれぞれの一階の条
件を満たすことはない。これより，命題（P9）
を得る。

付録G
式（4 -21），（4 -22），（4 -23）を導出する。
式（4 -18），（4 -19），（4 -20） と 式（3 -4），

（3 -5）を用いて，以下の表 4の各値を得る。
さらに，表 4の各値と式（4 -3）を用いて式

（4 -21），（4 -22），（4 -23）が導出される。
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Externalities exist when companies perform sales activities (e.g., advertising and sales promotions). 
However, welfare analysis of policy effectiveness, such as taxation/regulation on sales activities, has 
not been sufficiently conducted. Existing studies have mainly focused on specifying the deviation 
factors of sales activities from the socially optimum level, so the influences of tax policies on 
corporate activities have not been analyzed. Moreover, changes of extrinsic factors should be studied 
to determine the effectiveness of restrictive regulatory policies. This study extends the conventional 
methods of analysis at these points and analyzes the interactive effects of six types of policies 
composed of taxation and regulations: (1) selling expense taxes, (2) ad-valorem duties, (3) specific 
duties, (4) sales restrictions, (5) price controls, and (6) quantity restrictions. As a result, I propose as 
effective policies two types of policy mixes: (a) taxation (selling expense, ad valorem, and specific 
duties) and price cap regulation and (b) taxation (ad valorem and specific duties) and sales activity 
regulation.
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